








































































愛知 25 30 -5 
岐阜 25 28 -3 
石川 25 28 -3 
京都 24 28 -4 
山形 24 28 -4 
東京 23 30 -7 
滋賀 23 30 -7 
愛媛 23 30 -7 
長野 23 30 -7 
福岡 23 29 -6 
山梨 23 28 -5 
広島 23 28 -5 
岡山 23 27 -4 
茨城 23 26 -3 
静岡 23 26 -3 
栃木 22 26 -4 
奈良 22 26 -4 
大分 22 26 -4 
島根 22 26 -4 
福島 22 25 -3 
福井 22 25 -3 
和歌山 22 25 -3 
秋田 21 25 -4 
三重 21 25 -4 
宮城 20 25 -5 
宮崎 20 25 -5 
佐賀 20 25 -5 
岩手 20 23 -3 
富山 20 23 -3 
徳島 20 23 -3 
沖縄 20 23 -3 





















































































































































産前休暇 妊娠件数 なし 1週間以内 2週間以内 2週間以上
全国 (1924年度） 6035 1455 (24.1 %) 2590 (42.9%) 1099 (18.2%) 89 (14.8%) 
産前休暇 妊娠件数 なし 1週間以内 2週間以内 3週間以上
山梨県 (1925年度） 92 31 (33.7%) 46 (50%) 5 (5.5%) 10 (10.8%) 
北都留郡 (1923年度） 4 ゜ 3 (75%) 1 (25%) ゜注1)全国の産前休暇は，文部省官房学校衛生課「女教員産前産後に於ける休養に関する調査」
『教育時論』第 1458号， 1925年 12月15日， pp.40-42より作成
山梨県の産前休暇は，「女教員の産前産後の休業」『山梨日日新聞』 1926年7月11日付より作成









産後休暇 分娩件数 6週間以内 6週間 6週間以上
全国 (1924年度） 6035 3967 (66.3%) 1306 (21.8%) 706 (11.8%) 
産後休暇 分娩件数 6週間以内 6週間 6週間以上
山梨県 (1925年度） 92 65 (70.7%) 23 (25%) 4 (4.3%) 




『教育時論』第 1458号， 1925年 12月15日， pp.40-42より作成
山梨県の産後休暇は，「女教員の産前産後の休業」『山梨日日新聞』 1926年7月11日付より作成







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































研究会， 2010年， pp.17-38, 参照。
12)各地域女性教員会での具体的な議論や各地
域の女性教員の待遇については，拙稿「1910
年代，京都市小学校女教員の産休・部分勤務
制問題」『ジェンダー研究」第9号 2006年
pp.71 -89, 拙稿「職業と家庭の両立問題一
各地域女性教員会の取り組みの傾向を中心
に一」『人間文化論叢』第9号お茶の水女子
大学大学院2007年pp.345-355, 拙稿「長野
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県下伊那郡における小学校女性教員の職業
と家庭の両立問題」『地方教育史研究』第28
号全国地方教育史学会， 2007年， pp.87-109,
拙稿「小学校女性教員における職業と家庭の
両立問題一群馬県女教員研究大会での「母
性」に関わる議論を中心に一」『日本教育史
研究』（日本教育史研究会）第27号， 2008
年， pp.35-61, 参照。
13)さらに，文部省は， 1922年10月30日に訓
令第18号の実施上の注意と月経時の保護に
関して通帳を出し，「教員二産前産後ノ休養
ヲ為サシムル場合ハ賜暇二準ジ取扱ハレ度」
として産休教員の代わりに「予メ補充ノ教
員ヲ置ク等便宜ノ方法」を講ずることを求
めた。
14)「分娩教員休養予備教員を置きて」 1922年
3月17日付『山梨H日新聞』，ただし， 甲府
市として，実際に「予備教員」を置き，産
休代替教員の設置を積極的に行ったことは
確認できない。
15)同上。
16)以志為生「甲府一瞥」『日本之小学教師』第
17巻第202号， 1915年10月， pp.87-93。
17)同上， p.87。
18)同上， p.89。
19)同上。なお，先に表 1で示した 1920年時点
での師範学校卒業生の初任給では，山梨県
では女子師範卒23円，男子師範卒28円で
あるが， 1915年下半期から 1920年にかけて
年平均5%強の経済成長率であり，低収入の
小学校教員であっても給与は上昇した。
20)前掲 16),p.92。
21)同上。
22) しづ子「坂本春日小学校長に」 1923年7月
20日付『山梨日日新聞』。
23)同上。
24)「有夫女教員問題に関し女教員有志会昨日午
後から春日校に開催」 1923年7月21日付
『山梨日日新聞』。
25)「男教師の飛ばす弥次に屈せず 女教師の意
気を示す」 1923年7月24日付『山梨日日新
聞』，参照。
26)「女教員問題と県当局の意見」 1923年7月
25日付『山梨日日新聞』。
27)産休規程など，女性教員の勤務に関わる変
更が，体制側や男性教員の批判の対象とな
ることは，甲府市や山梨県だけでなく，他
地域にもみることができる。詳細は，拙稿
「長野県下伊那郡における小学校女性教員の
職業と家庭の両立問題」『地方教育史研究』
第28号全国地方教育史学会 pp.87-109,拙
稿「小学校女性教員における職業と家庭の
両立問題一群馬県女教員研究大会での「栂
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性」に関わる議論を中心に一」『日本教育史
研究』（日本教育史研究会）第27号， 2008
年， pp.35-61, 参照。
28)坂本増次郎著『女教員論』山梨労資新聞社，
1929年， pp.120-126。
29)荻野美穂「歴史教育の役割ー「歴史」と「自
分」を架橋するために一」長野ひろ子・姫岡
とし子編著『歴史教育とジェンダーー教科
書からサブカルチャーまで』青弓社， 2011
年， p.167。
30)同上，参照。
